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• 平成27年度以降、プロフェッショナル人材事業を通じ、地域企業（地域の中堅・中小企業）に対して、生産性向上や
競争力強化等の企業課題の解決に資するプロ人材のマッチングを行っている。同事業では、企業支援に加え、持続的
に企業支援を実施していくための将来的な民間の人材マーケットの醸成を意図している。

• 令和５年度から、最大５か年にわたってデジタル田園都市国家構想交付金により、各道府県の支援を実施予定として
おり、６年後以降は、各道府県において地域の実情に応じた「自立化」に向けた取組が求められているところ。

事業の背景

平成27年度～ 令和１０年度～（想定）令和５年度～

地方創生交付金
（プロフェッショナル

人材事業）

デジタル田園都市国家構想
交付金「プロフェッショナル
人材型」（最大５年間）

国が行う施策

各道府県にプロフェッショナル
人材戦略拠点を設置し、地域の
中堅・中小企業に対し、生産性
向上や競争力強化に向けた企業
課題の解決に資する人材のマッ
チングを、民間人材ビジネス事
業者と連携を図りつつ行う

実施内容

道府県が所管する組織
民間事業者

マッチング
実施主体

道府県が所管する組織
民間事業者

交付金による支援は
廃止の予定

道府県が所管する組織？
民間事業者？

実施目的
有償での外部人材活用の

意欲喚起
地域における持続的な

企業支援

外部人材活用を通じた
企業支援の高度化

・
事業の自立化に向けた検討

左記の取組みを高度化すると
ともに、各地域の実情に応じた
地域企業にとってよりよい
自立化の実現を目指す

各道府県が各道府県の状況に応
じた自立化計画を実行し、地域
全体で（金融機関や民間事業者
とともに）人材のマッチングを

実施する

本調査の役割



課題・目的の整理
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• 本件は、本事業に係る交付金の支援終了後においても、各道府県で地域企業の課題解決に向けた人材マッチングの支
援機能が継続して発揮される状況の実現を目指して、各道府県の自立化計画の策定に資する情報を調査、分析し、各
道府県へ還元することを目的として実施する。

• そのため、これまでのプロ人材事業で得てきたノウハウやネットワークに基づき、本事業を実施している道府県のう
ち、支援終了後の状況を検討する上で有効な道府県を選定し各種調査を行ったうえで、支援機能が適切に発揮される
自立化スキーム案等を取りまとめた上、各道府県に提示する。

本事業の課題・目的

本事業の目的

これまでのプロ人材事業で得てきたノウハウやネットワークに基づき、
本事業を実施している道府県のうち、支援終了後の状況を検討する上で有効な道府県を選定し調査

各道府県の自立化計画の策定に資する情報を調査、分析し、各道府県へ還元する

As Is (現状) To Be (次年度～自走化時のありたい姿)

• 平成27年度以降、プロ人材事業は展開されるも、
各地域の課題、成功要因が見えていない

• 自走化に向けたパターン、アプローチが見えてお
らず、各道府県が今後５カ年を見越して培うべき
人材や知見、機能が明らかではない

• 各道府県が今後５カ年を通じて、自走化に必要
な人材や知見、機能を育成し始める

• 結果、本事業に係る交付金の支援終了後におい
ても、各道府県で地域企業の課題解決に向けた
人材マッチングの支援機能が継続して発揮



2 今後の地域人材戦略等を検討する上での仮説（基礎的情報）

3 • 自立化検討の進め方・テンプレート集

1 自立化調査の全体像
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• 各道府県における地域人材戦略等を検討する上で参考となる基礎的な情報と、基礎的な情報を用いた検討プロセス及
び参考となる調査資料を提示する。

本資料の構成



1
自立化調査の全体像
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• 自立化の検討においては、「支援対象（外部環境）」「体制（内部環境）」が重要な要素として挙げられ、２要素の
決定に向けた検討のステップを整理することが重要である。

自立化の検討に必要な要素とステップ

１．支援対象（外部環境）

• 現状把握
企業のニーズ、企業を取り巻く外部環境

• 支援対象の決定
重点的に取り組むべき内容を検討

２．体制（内部環境）

• 現状把握
プロ拠点の機能・活動（強み）
地域内関係機関の対応可否

• 体制の決定
全体体制・主導機関の決定

３．自立化の具体化

• 自立化スキームの確立（全体ビジョン）
体制・主導機関等を踏まえた予算措置や連携

• 自立化に向けたロードマップの策定
取組み内容の見直し、体制の構築、機能拡充等
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• 自立化に向けては、下記のステップ全体を通して道府県全体の人材戦略を検討し、現在のポジショニングや社会に提
供している価値、価値を生み出す強みと、その源泉を特定する。

• 具体的には、道府県として「目指す姿」を明確化し、「目指す姿」を起点としたバックキャストによる検討を行うこ
とで、移行に必要な資源を特定し、すでに保有する「強み」でカバーできる部分と、新たに「資源」を獲得する必要
のある部分を明確化する。

自立化に向けて検討すべき事項（自立化の検討の全体像）

各フェーズにおける実施内容（概要）

• ToBe像（目指す姿）にアプローチするために、現在の「強み」を使用で
きるかを検討する。「強み」では対応できない場合には、新たに獲得すべ
き「資源」について検討する

→価値創造プロセス検討シートを用いた整理を行う。

• 新たに獲得すべき資源を具備するために必要となるアクションを検討する。
• また、アクションを起こすために必要な資源、移行するにあたって生じう

る課題も検討する
→移行戦略、ロードマップを用いた整理を行う。

• 道府県内の事業者（プロ拠点、金融機関、人材事業者等）を対象として、
地域における現在の人材政策における本質的な「強み」を掘り下げる

→「強み」検討用シート等を用いて特定を行う。

• 「地域における顧客企業発掘～案件のマッチング」におけるプロセスと、
「地域におけるステークホルダー」の表を用いて、各事業者の行動を洗い
出す。洗い出した「強み」と新たに「強み」と考えられるものを抽出

→価値創造プロセス検討シートを用いた整理を行う。

体制
(内部
環境)

支援対象
(外部
環境

自立化の
具体化

④
ToBe像の実現に
必要な「強み」
と「資源」の特定

⑤
ToBe像へ移行す
るための戦略検討

②
本質的な

「強み」の特定

③
価値創造プロセス

の明確化

①
目指す姿

(ToBe像)の検討

• 各道府県において、４年・１０年先を見越して、どのような地域企業の
ニーズが高まり、そのニーズに応えるためにどのような地域人材戦略が求
められるかを整理し、関係者間で合意を形成する

→得られた情報をもとに、ニーズの推計を行いターゲットを定める。



2
今後の地域人材戦略等を検討する上での仮説（基礎的情報）
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• 今後、自立化戦略は各道府県後ごとに外部環境・内部環境を鑑みながら検討する必要があるが、本章では自立化タイ
ミング（令和９年度末）および、その後の自立化期間を見越して生じうる地域の人材マーケットをはじめとする外部
環境の「変化」等、地域人材戦略等を検討する上での基礎的情報を共有する。

本章の位置づけ・調査設計

今後「地域の働き手」はどのように変化するのか？

①地域の環境変化

「地域企業」が求める”人材”サービスへのニーズは、
どのように変化するのか？

②企業のニーズ変化

この変化に対する「地域における人材戦略」の強化ポイントとは何か？

③あるべき姿
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①地域の環境変化

今後「地域の働き手」はどのように変化するのか？

現在～2030年までの変化

*1 パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計2030」
*2 リクルートワークス「Works177号 特集 未来予測 労働力はどれだけ足りなくなる？」
*3 内閣官房「第２１回新しい資本主義実現会議」岸田総理発言

地域経済の

変化

地域の働き手の

変化

労働力

労働力不足の
進行度

2030年の人手不足は全国で644万人に達する*1

大都市を有さない地方部より労働力不足が深刻化*2

（都市圏では2030年以降に本格的に悪化）

最低賃金

採用計画の
充足

2030年半ばまでに「1500円を目指す」*3

2020年断面で、中途採用計画を満たせない企業は8割*2

業種・規模を問わず構造的な人手不足。大胆な生産性向上によるカバーが不可欠
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②企業のニーズ変化 -中核人材の必要性

「地域企業」が求める”人材”サービスへのニーズは、どのように変化するのか？

生産性向上をリードしうる「中核人材」への要請が企業規模を問わずに高まる

引用元：各地域における企業業績と雇用等の動向 （特別調査）財務省 令和３年５月
https://www.mof.go.jp/about_mof/zaimu/kannai/202101/kigyougyousekitokoyoutounodoukou101.pdf

ニーズが高まる
中核人材
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②企業のニーズ変化 -中核人材の確保を取り巻く企業経営者の課題感

一方で「中核人材の確保」の確保は、地域の中小・零細企業にとってきわめて難易度が高い

生産性向上をリードしうる「中核人材」への要請が企業規模を問わずに高まる

想定される課題のイメージ

「中核人材」の要件を自社の
経営課題に紐づけて定義できない

生産性を高める「中核人材」が不明
（人材の要件が定義できない）

中核人材がもたらす価値が不明

投資対効果＝想定年収が分からない
希望年収と提示年収が合わない

「業務人材」の確保に挑戦するも
採用できず

直近の課題解決に寄与しうる
業務人材の確保にトライ

人材確保が出来ず
目先の重要な課題で多忙を極める

経営課題が不透明

「中核人材」が見つからない・
採用できない

人材事業者との関わりがなく、
採用できない

業務多忙で経営課題を整理できない

自社でそもそも人材が必要かよくわからない



企業の状況に基づく４分類
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• 前述の課題を、４つの企業群に分類すると以下の状況となる。

②企業のニーズ変化 -今後、拡大が見込まれる企業の対象者層

Ａ：業務人材確保ニーズ群

C：経営課題探索ニーズ群

B：中核人材確保ニーズ群

D：人材不足による業務縮小群

• 製造業における人材不足による生産量の減少など、
課題が明確である

• その課題に対応できる業務人材の確保への目途が
立っている（地域に十分な採用対象者がいる）

• そもそも、人材不足により、必要な業務人材を確保
できない

• 加えて、経営課題が曖昧であるため、その業務人材
の不足を代替しうる中核人材を把握できていない
（漠然とした採用意欲のみを有している）

• そもそも、人材不足により、必要な業務人材を確保
できない

• 一方、経営課題の解決に向けて、その業務人材の不
足を代替しうる中核人材を把握できており、採用意
欲を有している

• そもそも、人材不足により、必要な業務人材を確保
できない

• 加えて、業務人材の不足を中核人材で代替する発想
を有しておらず、欠員補充等ができないことによる
売上減少等、業務の縮小が生じている

今後、地域の労働力不足により
当該課題を抱える企業数は減少

従来は「A」のみを認識していた企業も、人材確保が困難になることにより、
結果としてC・Dのニーズを有することが予想される

中堅企業等、地域の中核的な企業が本課題に直面



14

②企業のニーズ変化 – ４分類毎の現在の想定市場規模（企業数）

Ａ
業務人材確保ニーズ群

C
経営課題探索ニーズ群

B
中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群

推定
企業数

業務人材の
十分な確保を試行

経営課題を明確に特定
71.4%

経営課題が不透明（特定していない）
28.6%

業務人材の十分な確保が困難

中核人材の必要なし
70.9%

中核人材の必要性を理解
29.1%

約138万社 約3万社約26万社 約8万社

企業の
状態

全国の中小企業数（会社企業） ※１

約175万社

全国の有効求人倍率 ※2

1.27

約138万社 約37万社

直近10年間で経営戦略を策定した企業の割合(全国) ※3

71.4%

約26万社 約11万社

業務効率化・生産性向上の必要性を認識（全国） ※4

29.1%

約3万社 約8万社

※1 総務省・経済産業省 令和3年度経済センサス 活動調査「企業産業(小分類)、資本金階級(10区分)、企業常用雇用者規模(11区分)別会社企業数、事業所数、男
女別従業者数及び常用雇用者数－全国、都道府県、大都市」
※2 厚生労働省 一般職業紹介状況(令和5年12月分及び令和5年分)について
※3 中小企業庁 「中小企業白書2023」 より 第2部 変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業
※4 日本商工会議所・東京商工会議所「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」より 人手不足への対応



採用支援に限らない
一気通貫のサービスに高いニーズ 15

②企業のニーズ変化 -対象者別にニーズがあるサービス

「経営支援から人材確保の一気通貫でのソリューション」に企業のニーズが存在

「中核人材の確保」の確保は、地域の中小・零細企業にとってきわめて難易度が高い

企
業
の
状
態

（
場
合
分
け
）

Ａ CB D

地域内で業務人材の
十分な確保が可能

経営課題が明確に特定できている 経営課題が不透明（特定していない）

地域内において業務人材の十分な確保が困難

中核人材の必要性
を理解していない

中核人材の必要性を理解している

各状態に置かれる企業数の予測 今後、増加今後、減少

必
要
な

人
材
サ
ー
ビ
ス

業務人材の確保支援
（民間人材サービス・
ハローワーク等）

経営課題解決に必要な中核人材の採用支援

経営課題の棚卸・人材ニーズへの紐づけ

中核人材の必要性の
意識醸成
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• 潜在市場である企業セグメント（計130万社：下記灰色部）については、今後、業務人材の採用の更なる困難化、企
業・経営者自身の自己変革や公的支援等を通じて、将来的にはC、さらにはBのニーズ群への移行が求められる。

②企業のニーズ変化 –労働市場を考慮したサービス毎の想定市場規模

Ａ 業務人材確保ニーズ
群

C 経営課題探索ニーズ群

B 中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群

現在の市場規模
※採用できる人
材数を考慮せず

約138万社

約3万社

約26万社

約8万社

約16万社

約3万社

約26万社

約8万社

約122万社

ハローワーク
での求人に対

する
人材充足率 

11.4%*

現在の市場規模
※採用できる人
材数を考慮

*厚生労働省 令和4年度 一般職業紹介状況［実数］（https://www.mhlw.go.jp/content/11602000/001213787.pdf）における「対新規充足率」

現時点で
民間事業者は
提供せず

10年後に想定
される市場規模

減少が想定 減少

ニーズある企
業のうち、採
用（ニーズ充
足）まで至る
企業はわずか

業務人材に
関して採用
が困難化

約130万社±α
（122+8）

支援の充実化による
A、D群の潜在市場の
顕在化が必要

「人材不足」を
考慮に入れると、
相当の企業（計
130万社）が、
潜在的には人材
不足にあるが、
人材獲得に至っ
ていないと想定
→市場規模の大
きなセグメント
と推定

B,Cの領
域の拡大
が必要



• AからDのニーズ群における企業の具体的なニーズ例と、当該ニーズを充足させるために利用が推奨されるサービスお
よび、サービスを受けた後の状態を記載した。

• 特にC,Dのニーズについては、人材採用のみならず、経営課題の棚卸や意識醸成が必要となる。

（参考）４分類毎に必要となる支援内容のイメージ

企業のニーズ例 支援後の企業の状態利用が推奨されるサービス

Ａ

業
務
人
材
確
保

ニ
ー
ズ
群

C

経
営
課
題
探
索

ニ
ー
ズ
群

B

中
核
人
材
確
保

ニ
ー
ズ
群

D

人
材
不
足
に
よ
る

業
務
縮
小
群

• 製造現場等で働く業務人員が不足し
たため、穴埋めを企図して前任者と
同様の働きが可能な業務人材の採用
を行いたい。

• 製造現場等で働く業務人員が不足し
たが、域内での確保が難しい状態。

• 事業継続を目指して、生産性向上等
のために解決すべき経営課題を認識
しており、そのためにどのような中
核人材を採用すべきか特定している。

• 製造現場等で働く業務人員が不足し
たが、域内での確保が難しい状態。

• 結果、少人数の業務人材でも事業継
続できるよう何かしらの業務改革等
を行いたいと考えているが、どのよ
うな経営課題に対してアプローチす
べきか不明確な状態。

• 製造現場等で働く業務人員が不足し
たが、域内での確保が難しい状態。

• このままでは事業継続が難しく、事
業縮小も視野に入っている。

• 前任者の抜けた穴を埋めることので
きる業務人材を確保することができ、
事業が継続できる状態。

• 中核人材の採用によって、業務効率
化・生産性向上が実現された状態。

• 従来より少数の業務人材で事業継続
できる。

• 支援前に企業側が想定した人材とは
異なる人材（生産性向上等によりイ
ンパクトを与える中核人材）を定義
している状態。

• 兼業副業人材の活用も視野に入れな
がら中核人材の採用を目指している。

• 経営課題解決のために中核人材の採
用が有用な手段の一つであることを
認識している状態。

• 企業の事業縮小等を具体的に回避す
ることができている。

• ハローワークや民間の人材サービ
スを活用する

• 中核人材を採用できる民間人材
サービスを活用する

• 解決すべき経営課題の棚卸をする
ために外部専門家・機関等を活用
する

• 課題解決のために必要な人材ニー
ズの明確化と特定を行う支援を活
用する

• 中核人材の採用による経営課題解
決の重要性を意識させる取組、例
として、「C」のサービスに加え、
経営課題毎に、有効な中核人材を
定義し、中核人材の採用によって
期待される経営改善の「投資対効
果」をコンサルテーション等を活
用する

17



（参考）４分類の企業に実施すべき支援内容・サービスのイメージ

企
業
が
利
用
可
能
な
サ
ー
ビ
ス

提供サービス
A 業務人材
確保ニーズ群

B 中核人材
確保ニーズ群

C 経営課題
探索ニーズ群

D 人材不足に
よる業務縮小群

業務人材の
確保支援
（ハロー
ワーク・民
間人材サー
ビス等）

求人票等のドラフト支援 ◎ ○ ○ ○

選考のための社内人材育成支援 ◎ ○ ○ ○

業務人材の定着支援（アフター
フォロー）

◎ ○ ○ ○

中核人材の
必要性の意
識醸成

個社訪問による企業側との関係
性構築

× × × ◎

経営課題の棚卸と必要な中核人
材の明確化

× × × ◎

定義とそれによる費用対効果の
提示

× × × ◎

経営課題の
棚卸・人材
ニーズへの
紐づけ

中核人材の採用による業績向上
事例の紹介（セミナー等）

× × ◎ ○

外部専門家による経営課題の棚
卸と必要な中核人材の提示

× × ◎ ○

兼業・副業等の多様な雇用手段
の提案

× × ◎ ○

経営課題解
決に
必要な中核
人材の採用
支援

中核人材に選ばれるための社内
環境整備支援

× ◎ ○ ○

民間人材事業者の紹介・人材
マッチング

× ◎ ○ ○

中核人材の定着支援（アフター
フォロー）

× ◎ ○ ○

18◎：特に重点的に提供すべきサービス ○：提供すべきサービス ×：提供する必要のないサービス
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業務人材の人材不足により、 「C：経営課題探索ニーズ群」および「D：人材不足による業務縮小群」等、経営課題
の特定から支援を実施すべき企業数が大幅に増加するため、官民一体となって当該ニーズをカバーする必要がある

• 金融機関、人材事業者の充足する
人材ニーズの拡大、新たな役割分
担の実施

• （必要に応じて、道府県等によ
る）各事業者が新たな人材ニーズ
を満たす働きかけ・支援を実施

他の人材マッチング事業者

• 官民一体で地域の人材ニーズを満たすためのビジョンを描く

• 民間人材事業者はC、Dのニーズ群に支援が可能なのか？
• 現在のプロ拠点・道府県・地域金融機関の持つアセット・強みの中

で、将来生かせそうなものはあるか？
• 今までのアセット・強みだけでは、将来目指す機能に到達しなけれ

ばならない場合、新たにどのようなアセット・強みを獲得する必要
があるか？それはどうすれば獲得できるか？

道府県（プロ拠点含む）の果たす役割

地域の人材マーケットにおいて、人材供給事象者のいない空白地帯が生じぬよう
各プレイヤーが事業活動を実施

③あるべき姿（1/2）

この変化に対する「地域における人材戦略」の強化ポイントとは何か？

「経営課題の特定」フェーズから官民が一体となり地域企業を支援する「地域人材戦略」が必要



「中核人材採用に向けた潜在ニーズ」を有する企業への支援として想定されるもの

20

③あるべき姿（2/2）

「経営課題の特定」フェーズから官民が一体となり地域企業を支援する「地域人材戦略」が必要

「中核人材採用に向けた潜在ニーズ」を引き受けていく地域人材戦略の在り方検討が必要

経営課題が特定できておらず、対話等を通じて目指す
姿・課題の特定が求められる

「中核人材への潜在ニーズ」を有する企業の想定課題

企業側が意識する採用対象者の想定年収が低く、ニー
ズ・シーズが合致せず成約しない

• “経営課題の特定”までの充実したコンサルティング

機能の提供・対話の実施

想定される支援

• 企業の理解を得る対話・ナレッジの提供（年収に関

する投資対効果の算出等）

• 副業兼業など多様な人材活用手段の企業への提供、

有用性の説明



3
自立化検討の進め方・テンプレート集
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自立化検討①：目指す姿の検討1/5 ： 地域の人材ニーズと支援者の分析（全体像）

• 各地域において、４年・１０年先を見越して、どのような地域企業のニーズが高まり、そのニーズに応えるためにど
のような地域人材戦略が求められうるかを、４つの人材ニーズ群をベースに検討する。

域内の推定
企業数

地域内で業務人材の
十分な確保が可能

経営課題が明確に特定できている 経営課題が不透明（特定していない）

地域内において業務人材の十分な確保が困難

中核人材の必要性
を理解していない

中核人材の必要性を理解している

業務人材の確保支援
（民間人材サービス・
ハローワーク等）

Ａ
業務人材確保ニーズ群

C
経営課題探索ニーズ群

B
中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群

○○社
（※推計方法は別途記載）

○○社
（※推計方法は別途記載）

○○社
（※推計方法は別途記載）

○○社以上を想定
（※推計方法は別途記載）

企業の
状態

域内の支援者
状況（例）

ハローワーク＋
地場人材企業

金融機関系人材会社
＋プロ拠点

金融機関系人材会社
＋プロ拠点

プロ拠点

サービス
提供者側の

状態

地域における人材ニーズと支援者の分析（全体像）

経営課題解決に必要な中核人材の採用支援

経営課題の棚卸・人材ニーズへの紐づけ

中核人材の必要性の
意識醸成

将来対象とす
るニーズ群

〇

22

Step1

Step2

Step3

① ② ③ ④ ⑤
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自立化検討①：目指す姿の検討2/5 ： 地域の人材ニーズと支援者の分析（記載例）

地域における人材ニーズの分析

各地域において、支援対象ニーズ群に該当する推定企業数を把握する（推計方法は次ページ参照）
加えてヒアリング調査等で明らかになった該当する個別企業名があれば記載する

地域内で業務人材の
十分な確保が可能

経営課題が明確に特定できている 経営課題が不透明（特定していない）

地域内において業務人材の十分な確保が困難

中核人材の必要性
を理解していない

中核人材の必要性を理解している

Ａ
業務人材確保ニーズ群

C
経営課題探索ニーズ群

B
中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群

企
業
の
状
態

業務人材

経営課題

中核人材

Step1

域内の推定
企業数

○○社
（※推計方法は別途記載）

▲▲社
（※推計方法は別途記載）

△△社
（※推計方法は別途記載）

●●社
（※推計方法は別途記載）

Step１で記載

ヒアリング調査やプロフェッショナル
人材事業の実績等を基に各ニーズ群に
該当する企業数を推計

• 各地域において、４年・１０年先を見越して、どのような地域企業のニーズが高まり、そのニーズに応えるためにど
のような地域人材戦略が求められうるかを、４つの人材ニーズ群をベースに検討する。

Step1

① ② ③ ④ ⑤



Ａ
業務人材確保ニーズ群

C
経営課題探索ニーズ群

B
中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群

24

自立化検討①：目指す姿の検討3/5 ： 地域の人材ニーズと支援者の分析（推計方法）

域内の推定
企業数

地域内で業務人材の
確保が十分に可能

経営課題が不透明（特定していない）
F:28.6%（＝100-E）

地域内において業務人材の十分な確保が困難

中核人材の必要なし
J:70.9%(＝100-I）

○○社 ▲▲社△△社 ●●社

企業の
状態

道府県内の中小企業数 ※１

A：○○社

道府県内の有効求人倍率 ※2

B：○○

C:○○社（=A÷B） D:△△社（=A－C）

直近10年間で経営戦略を策定した企業の割合(全国) ※3

E:71.4%

G:△△社（＝D×E） H:□□社（=D×F）

K:▲▲社（=H×I） L:●●社（=H×J）

Step1

※1 総務省・経済産業省 令和3年度経済センサス 活動調査「企業産業(小分類)、資本金階級(10区分)、企業常用雇用者規模(11区分)別会社企業数、事業所数、男
女別従業者数及び常用雇用者数－全国、都道府県、大都市」
※2 厚生労働省 一般職業紹介状況(令和5年12月分及び令和5年分)について
※3 中小企業庁 「中小企業白書2023」 より 第2部 変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業
※4 日本商工会議所・東京商工会議所「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」より 人手不足への対応

経営課題を明確に特定
E:71.4%

中核人材の必要性を理解
I:29.1%

業務効率化・生産性向上の必要性を認識（全国） ※4

I:29.1%

① ② ③ ④ ⑤
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自立化検討①：目指す姿の検討4/5 ： 地域の人材ニーズと支援者の分析（記載例）

地域における支援者の分析

A～Dの人材ニーズ群について、現時点でサービスを提供する支援者の状況を記載する。

Ａ
業務人材確保ニーズ群

C
経営課題探索ニーズ群

B
中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群

Step2

業務人材の確保支援
（民間人材サービス・
ハローワーク等）

域内の
支援者状況

ハローワーク ○○主に金融機関 ○○

サービス
提供者側の

状態

Step２で記載

ヒアリング調査等を基にして、各ニー
ズ群をどの支援者が担当しているかを
把握

• 各地域において、４年・１０年先を見越して、どのような地域企業のニーズが高まり、そのニーズに応えるためにど
のような地域人材戦略が求められうるかを、４つの人材ニーズ群をベースに検討する。

経営課題解決に必要な中核人材の採用支援

経営課題の棚卸・人材ニーズへの紐づけ

中核人材の必要性の
意識醸成

Step2

① ② ③ ④ ⑤
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自立化検討①：目指す姿の検討5/5 ： 地域の人材ニーズと支援者の分析（記載例）

地域における人材ニーズと支援者の分析

Step1,2を踏まえて、現在の地域における人材戦略の状況を把握する。さらに、将来目指す姿の検討を進め、
どこにするのかを決定Step3

Step3で記載

• 各地域において、４年・１０年先を見越して、どのような地域企業のニーズが高まり、そのニーズに応えるためにど
のような地域人材戦略が求められうるかを、４つの人材ニーズ群をベースに検討する。４年後と１０年後のそれぞれ
について、Step1～３を実施し目指す姿を設定。

Ａ
業務人材確保ニーズ群

C
経営課題探索ニーズ群

B
中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群

地域内で業務人材の
十分な確保が可能

経営課題が明確に特定できている 経営課題が不透明（特定していない）

地域内において業務人材の十分な確保が困難

中核人材の必要性
を理解していない

中核人材の必要性を理解している

企
業
の
状
態

業務人材

経営課題

中核人材

域内の推定
企業数

域内の
支援者状況

○○ ○○○○ ○○

将来対象とす
るニーズ群

○（４年後）

○○社 ▲▲社△△社 ●●社

地域関係者の間で目指す姿の同意を
取ってすすめる

Step1

Step2

Step3

① ② ③ ④ ⑤
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• 各地域において、プロフェッショナル人材事業を通して、長年にわたり各地域の人材ニーズを掘り起こし、その地域
の人材マーケットを拡大してきた実績を有している。

• ここでは、そうした実績を実現するに至った理由や要因、その背景を検討する。

自立化検討②：本質的な「強み」の特定1/2 ： 「強み」を特定する方法

問い
• 長年にわたり各地域において、各主体が人材ニーズを掘り起こし、その地域の人材マーケットを拡大す

ることができた理由は何か

作業内容

留意点

• Step４については、「長年にわたる○○があるため（強さがもたらされている）」に留まらず「（長年
○○のな活動により）○○な点が達成できているため」「●●の段階で○○まで検討できているため」
等、できるだけ顧客企業や市場価値に接続される点を検討のうえ、拠点の保有する能力が何かという部
分まで深堀することで再現可能性を担保することができる

「強み」を特定する上で検討すべき事項

Step1 • 各地域で実施している人材戦略としてプロセス・サービスの洗い出しを行う
• 地域の人材戦略における標準的なサービスの流れを参考資料にて提示

Step2
• 洗い出したプロセスやサービスのうち、地域の提供するサービスの中で「強み」
として利用企業から評価されているプロセスやサービスを３つ程度選定する

• 事業を利用したことがある企業からの意見を参考とする

Step3
• Step2で選定したプロセス・サービスについて、なぜ強いのかを検討する。具体

的な要素を洗い出すことが必要（例 ノウハウの蓄積、営業力、認知度、信頼度、
他機関との連携 等）

Step4
• Step３のプロセス・サービスについてさらに深堀を行い、どのような資源を用い
て（人・物・金等）、プロ拠点でプロセス・サービスを実現しているのかという
観点まで掘り込みを行う

① ② ③ ④ ⑤



28

• 前述の「強み」の仮説を検討するにあたって、下記のフォーマットを用いて整理を行う。

• 前ページのStep２～４は以下の項目と対応する。

自立化検討②：本質的な「強み」の特定2/2 ： 「強み」検討シート（記載例）

各地域の「強み」検討用シート（記載例）

項番 ＜Step2＞
地域の強みといえる
サービス・プロセス

＜Step３＞
何が強いのか

＜Step４＞
強さをもたらしている要因（具備されている資
源）
・有形／無形の資産、人材、ネットワークなど
例）〇〇な戦略、組織風土／個人の素質など

1 プロ拠点における企業
訪問

プロ拠点では、一企業当た
りの対応時間を十分にとる
ことができ、事業を利用し
たことのない企業への訪問
ができる

プロ拠点は公的機関であるため、公的な資金を投
入しており案件単体での採算性を過度に意識する
必要がない財務構造
組織内部での金融機関や人材事業者が対応できな
い部分を対応すべきという組織風土

2 金融機関による課題の
発掘

金融機関では、これまでに
関係性のある企業に対して、
企業の直面する課題に対応
する人材を紹介できる

金融機関が有する顧客とのネットワーク
事業性評価を中心とした財務・非財務を含む企業
内部の情報を把握し、企業課題にまで落とし込む
ことができる金融機関内部のノウハウ

3 道府県によるプロ
フェッショナル人材事
業への予算措置

対象道府県では、プロ
フェッショナル人材事業を
重点政策として位置づけて
おり、予算を継続的に計上
できる

対象道府県では、プロフェッショナル人材事業が
明確に位置付けられた位置づけられた人材戦略が
存在

4 ・・・ ・・・ ・・・

5 ・・・ ・・・ ・・・

① ② ③ ④ ⑤
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金融機関への信
頼感

地域活動の実施プロセス（記載例）
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自立化検討③：価値創造プロセスの明確化 ：地域活動実施プロセスの分析（記載例）

人材戦略
マネージャー

サブ
マネージャー

スタッフ

公的支援機関

顧
客

人材事業者

金融機関

プ
ロ
拠
点
内
の
機
能

人事担当者

経営層

取引先であるこ
とから関係性を

構築

採用人材の高い
定着率

長年の取引関係

企業訪問新規企業開拓 ニーズ受領
アフター
フォロー

人材事業者へ
の取次

マッチング
成立

地
域
に
お
け
る
機
能

②金融機関が企業訪問できているのは
取引先であることが大きい

• 具体的な価値創造プロセス明確化の手法を記載する。例えば、対象道府県において採用人材の高い定着率が実現され
ている状態を考えると、金融機関が①継続的な企業訪問が出来ていることが要因である。それは③金融機関が信頼を
得ているから実現できている。これは、金融機関が④長年にわたり取引関係を有していることに端を発する。この分
析を通して「金融機関が構築してきた信頼」が価値を生み出す根源であることがわかる。

④金融機関
が信頼感を
得ていた理
由は、長年
にわたる取
引関係

①金融機関の担当者が継続的
に企業訪問できている

③企業訪問が出来た要因は金融機関が
顧客から信頼感を得ていたことにある

継続的な
企業訪問

① ② ③ ④ ⑤



30

• 検討①で検討した目指す姿（ToBe像）を実現するため、地域が自立化する直前の状態を明確化し、バックキャストす
ることで 地域で現状抱える課題を克服するために必要な資源の特定を行い、既に保有する強みでカバーできるか外
部から調達が必要であるかを判断。

• 「（４）必要な資源の特定」に際しては、後述するように検討③で用いたシートを用いる。

自立化検討④： ToBe像を実現するために必要な強みと資源の特定 1/2 （記載例）

（２）論点の設定
４年後

４年後（自立化直前）の地域の姿を定義（検討①で検討した姿）
• 国の支援が終了する時点で、X県として「経営課題の認識が曖昧であり、必要な中核人材を

認識していない」企業に対して、年間○人の人材紹介実績がある状態とする

（１）目指す姿の
定義
１０年後

10年後の地域の姿を定義（検討①で検討した姿）
• １０年後、X県として「経営課題の認識が曖昧であり、必要な中核人材を認識していない」

企業を支援し、年間〇〇人の人材を企業に紹介する

（３）必要な成果
の洗い出し
４年後

４年後の地域の姿を実現するために、直近４年間で実現する必要がある成果を設定
• ４年後の時点で、X県全体で、〇〇人が新規訪問先を開拓できる体制を構築し、年間□□件

の往訪を実現する

（４）必要な資源
の特定

• ４年後の成果を達成するために必要な資源を特定するとともに、それぞれについて道府県内
にて保有している資源と、外部から調達する資源を特定する

✓ 人材：X県全体で往訪件数を達成するため、職員として□人が必要であるが、現在往訪を担
当する人員が□人より少なく、実現のためには人員を確保する必要がある

✓ 設備：現在はX県の保有する施設を活用してプロフェッショナル人材事業を提供している。
引き続き施設の提供が必要である

✓ 資金：事業を実施する上では人件費が主に必要となり、人員の増加に伴い必要となる資金が
増加するため、外部から資金を確保する必要がある

✓ 知見・ネットワーク：新たな開拓先の支援のためのネットワークの構築が必要である

バックキャスト

バックキャスト

目指す姿実現のために必要な資源の特定（記載例）

① ② ③ ④ ⑤



地域活動の実施プロセス（記載例）
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• ToBe像を分析するにあたっては、検討③で用いた以下の表を用いる。この場合は不足する資源を特定することを目的
とする（下記では赤字で示す資源）。不足する資源が複数ある場合にはそれぞれ洗い出す。

• 例えば、目指すToBe像として「経営課題の明確化・経営者が把握していない経営課題の把握」を設定した場合、道府
県が既に保有している活用可能な「強み」と、現時点では不足しており今後充足の必要がある「資源」とを以下のよ
うに切り分けることが可能となる。

自立化検討④：ToBe像を実現するために必要な強みと資源の特定 2/2 （記載例）

人材戦略
マネージャー

サブ
マネージャー

スタッフ

公的支援機関

顧
客

人材事業者

金融機関

プ
ロ
拠
点
内
の
機
能

人事担当者

経営層

公的機関の窓口
との連携

経営課題の明確
化・経営者が把
握していない経
営課題の把握

発掘した企業・
保有するネット
ワークを用いた

新規訪問

新規取引先の
発掘(データベー
ス等を使用)

企業訪問新規企業開拓 ニーズ受領
アフター
フォロー

人材事業者へ
の取次

マッチング
成立

地
域
に
お
け
る
機
能

赤字：新規に必要になる活動、黒字：現在も実施している活動

【ToBe像】
道府県が目指すToBe像として、経営課題の明確
化・経営者が把握していない経営課題の把握を
設定

【道府県が活用可能な「強み」】
既に保有している活用可能な「強み」

【道府県にて不足する資源】
現時点で保有しておらず不足
している「資源」を抽出（＝
ToBe像を実現するために、
自立化に向けて充足する必要
がある要素の特定）

① ② ③ ④ ⑤
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• 検討④において特定した不足する資源を（複数の場合には個別に）記載し、その資源を獲得するために必要なアク
ションを記載し、さらに資源獲得のために想定される課題を整理。

自立化検討⑤：ToBe像へ移行するための戦略検討 1/3 移行において検討すべき課題

移行戦略で検討すべき課題（記載例）

1 必要な資源

• 検討④で抽出された不足する資源を
記載

（例）企業訪問を行う中で企業の経営
課題ベースで中核人材を紹介できる専
門人材

2
資源を確保するため

の解決策
（アクション）

• 上記資源を獲得するために必要なア
クション

（例）多くの人材を確保するため、従
来とは異なるルートで採用活動を進め
るために新たなネットワークを開拓

3 移行のための課題

• 上記の資源を確保するためのアク
ションで生じると考えられる課題

（例）人材を確保するために採用及び
採用後に既存人材の時間を割く必要が
あるため、通常業務が逼迫しないよう
に考慮が必要となる

必要な資源が複数ある場合に活用

資源１ 資源２

① ② ③ ④ ⑤
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• 不足する「資源」を獲得するにあたり、時系列に落とし込んで何が必要になるのか、そのためにどのようなアクショ
ンが必要であるかを、ロードマップ・アクションプランに落とし込む。

• 要素として「人材」「設備」「資金」「知見ネットワーク」の４つに着目して必要な項目を取捨選択し、ToBe像へ移
行するために必要となる資源を獲得するためのアクションを軸として、ロードマップの作成を行う。

自立化に向けたロードマップ（記載例）

人材
• 金融機関内で業務を行って

いるため、人材数は確保で
きている

• プロ拠点が担っていた機能
を発揮するため、外部機関
の人材を活用するなどの連
携が必要である

• 従来が担っていた機能を担
うため、外部人材と連携を
進め、金融機関でも人材を
増強する必要がある

設備
• 金融機関内で実施している

ことから、金融機関の保有
する施設を活用している

• 金融機関の施設のみでは賄
いきれないため、外部機関
との連携を進める必要があ
る

• 金融機関単体では賄いきれ
ないため、自治体の設備を
活用する必要がある

資金

• 金融機関内では採算性のあ
る案件を対象としているこ
とから、採算性の問題はな
い

• 採算性のある案件以外を対
象とするため、自治体
（県）からの補助が必要と
なる

• 採算性のある案件以外が中
心となるため、自治体
（県）からの補助が必要と
なる

自立化検討⑤：ToBe像へ移行するための戦略検討 2/3 ロードマップ・アクションプラン

自立化直後（2028年）

●

自立化後（2034年）

●●

現在（2024年）必要な資源

• 公的機関と連携し、他の事
業での活用実績のある企業
を中心とした新規企業開拓
の実施

• 情報発信等を通して、好事
例の地域内への展開を進め、
活用事例を増加させる

• プロ拠点が保有する企業リ
ストを金融機関に共有

知見
ネットワーク

① ② ③ ④ ⑤



財政的な観点から見た将来的な自立化スキーム
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• 前ページまでで検討した移行戦略のうち、資金面（財政面）に着目した枠組みを以下に示す。

• 将来における地域の財政的な自立化スキームについて、大きく３つのパターン（１．公費拠出型、３．民営化型、中
間の２．ハイブリッド型）が考えられる。

• 各地域での将来のありたい像を検討し、自治体の意向や地域での実施内容を踏まえて適切なものを選択いただく。

自立化検討⑤：ToBe像へ移行するための戦略検討 3/3 財政的自立化スキームの検討

財政的な観点から見た将来的な自立化スキーム（記載例）

拠
点
の
運
営
費
に
占
め
る

公
費
の
割
合

高

低

各地域の経済産業政策や労働政策の文脈で
重要施策として位置づけられ、拠点への財
政的な支援を継続することができる場合

③民営化型
：公費の拠出を行わずに、
地域の民間事業者に企業支
援を任せる

拠点機能に対する行政からの財政的な支援
は不要と整理し、金融機関や人材事業者が
地域企業への支援を実施していく場合

②ハイブリッド型
：一部地方自治体からの補
助をベースとしつつ、拠点
においても民間事業者等か
ら費用を徴収する

拠点機能に対する一定の財政的な支援はあ
るが、単独では採算面で厳しいことから、
利用者や民間事業者からの収入を一定程度
見込む場合

○○県においては、４年後
以降の県での予算投入は想
定されていないため、公費
投入を前提とはできない

○○県においては、４年後
以降の県での予算投入は想
定されていないため、金融
機関による民営化型の可能

性が高い

○○県においては、４年後
以降の県での予算投入は想
定されていないため、公費
投入を前提とできないため

○○県における実現性
（記載例）

① ② ③ ④ ⑤

①公費拠出型
：地方自治体が拠点の運営
費等を拠出



地域人材戦略における企業訪問から人材採用定着支援に至るまでの一般的な流れ
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• 地域人材戦略として、各主体が実施している業務プロセスを簡略化すると以下の流れである。

• 地域における人材戦略プロセスの洗い出しと、特徴の明確化（検討③、④）については、この業務のプロセスに沿っ
て行う。

【参考】地域人材戦略における一連の流れ

定着支援採用
人材

マッチング
成立

人材紹介
会社への
取次

ニーズ
受領

企業訪問
・面談

新規企業
開拓



36

テンプレート集

以下、ピンク色の着色した部分に記載ください。
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自立化検討①：目指す姿の検討 ： 地域の人材ニーズと支援者の分析

域内の推定
企業数

地域内で業務人材の
十分な確保が可能

経営課題が明確に特定できている 経営課題が不透明（特定していない）

地域内において業務人材の十分な確保が困難

中核人材の必要性
を理解していない

中核人材の必要性を理解している

業務人材の確保支援
（民間人材サービス・
ハローワーク等）

Ａ
業務人材確保ニーズ群

C
経営課題探索ニーズ群

B
中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群

企業の
状態

域内の
支援者状況

サービス
提供者側の

状態

地域における人材ニーズと支援者の分析

将来の対象
ニーズ群

• 各地域において、４年・１０年先を見越して、どのような地域企業のニーズが高まり、そのニーズに応えるためにど
のような地域人材戦略が求められうるかを、４つの人材ニーズ群をベースに検討する。

経営課題解決に必要な中核人材の採用支援

経営課題の棚卸・人材ニーズへの紐づけ

中核人材の必要性の
意識醸成



Ａ
業務人材確保ニーズ群

C
経営課題探索ニーズ群

B
中核人材確保ニーズ群

D 人材不足による
業務縮小群
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自立化検討①：目指す姿の検討 ： 域内の企業数推計方法

域内の推定
企業数

地域内で業務人材の
十分な確保が可能

地域内において業務人材の十分な確保が困難

社 社社 社

企業の
状態

道府県内の中小企業数 ※１

＜参考とできる資料＞
※1 総務省・経済産業省 令和3年度経済センサス 活動調査「企業産業(小分類)、資本金階級(10区分)、企業常用雇用者規模(11区分)別会社企業数、事業所数、男
女別従業者数及び常用雇用者数－全国、都道府県、大都市」
※2 厚生労働省岡山労働局 雇用情勢（岡山労働局管内 令和6年1月分）
※3 中小企業庁 「中小企業白書2023」 より 第2部 変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業
※4 日本商工会議所・東京商工会議所「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」より 人手不足への対応

道府県内の有効求人倍率 ※2

C: 社 D: 社

G: 社 H: 社

K: 社 L: 社

A: 社

B:    

経営課題が不透明（特定していない）
F:28.6%（＝100-E）

直近10年間で経営戦略を策定した企業の割合(全国) ※3

E:71.4%

経営課題を明確に特定
E:71.4%

中核人材の必要なし
J:70.9%(＝100-I）

中核人材の必要性を理解
I:29.1%

業務効率化・生産性向上の必要性を認識（全国） ※4

I:29.1%
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• 前述の「強み」の仮説を検討するにあたって、下記のフォーマットを用いて整理を行う。

自立化検討②：本質的な「強み」の特定 ： 「強み」検討シート

各地域の「強み」検討用シート

項番 地域の強みといえる
サービス・プロセス

何が強いのか 強さをもたらしている要因
（保有する資源）
（有形／無形の資産、人材、ネットワークなど）
例）〇〇な戦略、組織風土／個人の素質など

1

2

3

4

5



地域活動の実施プロセス
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• 「強み」がどのようにもたらされているかをさらに深堀することで、地域において各主体が人材戦略を通してどのよ
うな形で価値を創造しているのかを明確化する。

• ここでは、横軸に「地域における顧客企業発掘～案件のマッチング・アフターフォロー」におけるプロセス、縦軸に
「地域におけるステークホルダー」を置き、関係者のとった行動を分析。前フェーズでの「強み」仮説を検証すると
ともに新たに「強み」と考えられるものを抽出。

自立化検討③：価値創造プロセスの明確化 ： 地域活動実施プロセスの分析

人材戦略
マネージャー

サブ
マネージャー

スタッフ

公的支援機関

顧
客

人材事業者

金融機関

プ
ロ
拠
点
内
の
機
能

人事担当者

経営層

企業訪問新規企業開拓 ニーズ受領
アフター
フォロー

人材事業者へ
の取次

マッチング
成立

地
域
に
お
け
る
機
能
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• 検討①で検討した目指す姿（ToBe像）を実現するため、地域が自立化する直前の状態を明確化し、バックキャストす
ることで 地域で現状抱える課題を克服するために必要な資源の特定を行い、既に保有する強みでカバーできるか外
部から調達が必要であるかを判断。

自立化検討④：ToBe像を実現するために必要な強みと資源の特定 1/2

（２）論点の設定
４年後

４年後（自立化直前）の地域の姿を定義（検討①で検討した姿）
・

（１）目指す姿の
定義
１０年後

10年後の地域の姿を定義（検討①で検討した姿）
・

（３）必要な成果
の洗い出し
４年後

４年後の地域の姿を実現するために、直近４年間で実現する必要がある成果を設定
・

（４）必要な資源
の特定

• ４年後の成果を達成するために必要な資源を特定するとともに、それぞれについて道府県内
にて保有している資源と、外部から調達する資源を特定する

✓ 人材：
✓ 設備：
✓ 資金：

目指す姿実現のために必要な資源の特定
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• ToBe像を分析するにあたっては、検討③で用いた以下の表を用いる。この場合は不足する資源を特定することを目的
とする。不足する資源が複数ある場合にはそれぞれ洗い出す。

自立化検討④：ToBe像を実現するために必要な強みと資源の特定 2/2

人材戦略
マネージャー

サブ
マネージャー

スタッフ

公的支援機関

顧
客

人材事業者

金融機関

プ
ロ
拠
点
内
の
機
能

人事担当者

経営層

企業訪問新規企業開拓 ニーズ受領
アフター
フォロー

人材事業者へ
の取次

マッチング
成立

地
域
に
お
け
る
機
能
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• 検討④において特定した不足する資源を（複数の場合には個別に）記載し、その資源を獲得するために必要なアク
ションを記載し、さらに資源獲得のために想定される課題を整理。

自立化検討⑤：ToBe像へ移行するための戦略検討 1/3移行において検討すべき課題

1 必要な資源

2
資源を確保するため

の解決策
（アクション）

3 移行のための課題

移行戦略で検討すべき課題

資源１ 資源２
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自立化に向けたロードマップ

自立化検討⑤：ToBe像へ移行するための戦略検討 2/3ロードマップ・アクションプラン

自立化直後（2028年）

●

自立化後（2034年）

●●

現在（2024年）必要な資源

人材

設備

資金

知見
ネットワーク

• 不足する「資源」を獲得するにあたり、時系列に落とし込んで何が必要になるのか、そのためにどのようなアクショ
ンが必要であるかを、ロードマップ・アクションプランに落とし込む。

• 要素として「人材」「設備」「資金」「知見ネットワーク」の４つに着目して必要な項目を取捨選択し、ToBe像へ移
行するために必要となる資源を獲得するためのアクションを軸として、ロードマップの作成を行う。
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• 前ページまでで検討した移行戦略のうち、資金面（財政面）に着目した枠組みを以下に示す。

• 将来における地域の財政的な自立化スキームについて、大きく３つのパターン（１．公費拠出型、３．民営化型、中
間の２．ハイブリッド型）が考えられる。

• 各地域での将来のありたい像を検討し、自治体の意向や地域での実施内容を踏まえて適切なものを選択いただく。

自立化検討⑤：ToBe像へ移行するための戦略検討 3/3 財政的自立化スキームの検討

拠
点
の
運
営
費
に
占
め
る

公
費
の
割
合

高

低

①公費拠出型
：地方自治体が拠点の運営
費等を拠出

各地域の経済産業政策や労働政策の文脈で
重要施策として位置づけられ、拠点への財
政的な支援を継続することができる場合

③民営化型
：公費の拠出を行わずに、
地域の民間事業者に企業支
援を任せる

拠点機能に対する行政からの財政的な支援
は不要と整理し、金融機関や人材事業者が
地域企業への支援を実施していく場合

②ハイブリッド型
：一部地方自治体からの補
助をベースとしつつ、拠点
においても民間事業者等か
ら費用を徴収する

拠点機能に対する一定の財政的な支援はあ
るが、単独では採算面で厳しいことから、
利用者や民間事業者からの収入を一定程度
見込む場合

○○県における実現性
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